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係わる様々な海外の情報を紹介することを目的としております。 
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はじめに 

 

1970 年代の合併の推進とその失敗に対する反省から、フランスは地方行政の広域化という分野

においては、コミューン1間広域行政の推進を進めるに至った。 

フランスにおいて、「広域行政組織」という場合、それは一般的にコミューン間広域行政組織を

意味しており、県あるいは州が形成する広域行政組織は法令上も実質上もあまり大きな重要性を

有していない。ことコミューン間広域行政組織に関しては「第４の地方団体」とも言われており、

様々な面で現行の地方団体と同列の扱いを受けている。また、その種類は多様、権限も多岐にわ

たっており、展開の仕方も個々の事情に応じて柔軟に対応できる仕組みを作り上げている。 

現在の日本においては、平成の大合併の動きも収束に向かいつつあり、その次の動きとして、

新たな地方団体間協力を検討する時期に入っていると言えないだろうか。フランスのコミューン

においては、自己のアイデンティティーの確立を優先し、合併が必ずしも有益ではないという判

断をしたために失敗したが、その失敗により発展したフランスの広域行政は市町村間協力の新た

な可能性を見出したと評価できる。昨年公布された地方の自由及び責任に関する 2004 年８月 13

日 第 2004-809 号 法 (Loi n°2004-809 du 13 août 2004 relative aux libertés et 

responsabilités locales)においても、広域行政組織は多くの権限を移譲され、また、再編・統

合などの新たな運用方法を提示されるなど、更なる発展の可能性を秘めている。この広域行政体

の研究は我が国の関係者にとっても示唆に富んだものであるため、クレアレポートとして刊行し

て、関係各位のご利用の便に供していただきたいと考えている。 

本レポートは 1992 年に本事務所から発刊したクレアレポート第 42 号「フランスの広域行政－

その制度、実態及び新法による改革－」を現在の制度内容に照らして改めるとともに、より詳細

な記述及び運営面まで踏み込んだ情報を多く盛り込んである。内容はコミューン間広域行政組織

に特化したものが多くなるが、それがフランスの現状であり、フランスにおけるコミューン間広

域行政組織の重要性を意味するところであることをお汲み取りいただきたい。内容のうち、特に

税に関する記述は難解なものが多いが、フランスの広域行政を勉強する際の中核となる部分であ

るため、時間をかけてご熟読いただければ幸いである。 

最後に、本レポートの調査のために、ご協力いただいたフランス内務省をはじめとする中央省

庁、フランス地方団体、関係諸機関、とりわけ幾多の情報・事例を供与してくださった Grand 

Rodez（都市圏共同体）には、この場を借りて心から御礼申し上げたい。 

 

(財)自治体国際化協会 パリ事務所長 

                                         
1 フランスにおける基礎的地方自治単位。日本の市町村のレベルにあたるが、日本における市、町、村のよ

うな規模による権限の区別は原則としてしていない。なお、巻末用語集も参照のこと。 
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